
円 円

626,176,583 459,778,976

6,607,131 132,437,929

258,820,269 58,699,283

35,180,652 246,206,145

69,809,522 101,300

177,637,602 13,940,519

1,918,533 7,519,000

8,125,169 874,800

12,258,729

55,252,746 82,223,776

566,230 75,034,171

4,929,705

228,871,059 2,259,900

198,617,522 542,002,752

351,000

186,099,058 313,044,890

3,766,238 12,000,000

5,498,726 301,044,890

2,902,500 3,000,000

30,253,537 298,044,890

29,725,317 301,000,000

32,220 △ 2,955,110

496,000 313,044,890

855,047,642 855,047,642

固 定 負 債

役員退職慰労引当金

リ ー ス 債 務

金　　　　 額科　　　目

流 動 資 産 流 動 負 債

原材料及び貯蔵品 預 り 金

商 品 及 び 製 品

買 掛 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 金売 掛 金

仕 掛 品

現 金 及 び 預 金

貸  借  対  照  表

平成30年3月31日現在

金　 　　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

科　　　目

前 払 費 用

機 械 及 び 装 置

工具器具及び備品

車 両 及 び 運 搬 具

資 産 合 計 負債及び純資産合計

役 員 賞 与 引 当 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

繰 延 税 金 資 産

社 内 短 期 債 権 退 職 給 付 引 当 金

預 け 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

未 収 入 金 リ ー ス 債 務

純 資 産 合 計

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

株 主 資 本

（　純　資　産　の　部　）

そ の 他

投資その他の資産

リ ー ス 資 産

構 築 物

負 債 合 計



【個別注記表】

（重要な会計方針）

１． 棚卸資産の評価基準及び評価方法・・・総平均法による原価法

２． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・・・ 定額法

リース資産 ・・・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３． 引当金の計上基準

(1)役員賞与引当金 ・・・ 役員に対する賞与の支給に備えるため、
支給見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務見込額より、中小企業退職金共済資産残高を
控除した額を計上しております。

(3)役員退職慰労引当金 ・・・ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく
期末の支給見込額を計上しております。

 
４．

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１． 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式　　220,000株

２． 配当に関する事項

(1)配当金支払額

該当する事項はありません。
　
(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当する事項はありません。

（当期純損益金額）

当期純損失　39,465,044円

消費税等の会計処理・・・税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等
                        は発生事業年度の期間費用としております。


